様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2023年12月4日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）こばやしせいやく
                              　一般事業主の氏名又は名称　小林製薬株式会社
（ふりがな）こばやし　あきひろ
                              （法人の場合）代表者の氏名  小林　章浩  印
住所　〒541-0045
大阪府大阪市中央区道修町４丁目４番１０号
法人番号　4120001077402　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 DX方針説明会資料
2 統合報告書2022

	公表日
	1 2023年8月9日
2 2023年8月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 ホームページ
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/explain/pdf/2302_04.pdf
P6～9
2 ホームページ
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/annualreport/pdf/KobayashiS_ar_2022_japanese_a3_4.pdf.pdf
P17

	記載内容抜粋
	1 環境変化による新たなニーズをいち早く捉え、あったらいいなをカタチにする
現在、デジタルを伴った変化が加速度的に起こっている。我々にとって大きな機会
小林製薬の特長を活かしながらさらなる変革を推進する
「顧客体験」「従業員体験」の向上を目指すべく全てのステークホルダーとの接点や体験をDXで改革

2 このパーパスには、従来の経営理念やコーポレートブランド憲章になかった二つの概念を追加しています。一つは、見過ごされがちなお困りごとを解決するための今までにない「技術」です。私たちは新しいアイデアを生み出すことを大切にし、それを製品として提供していますが、ロングセラーとなった製品には、研究開発活動を通じて新たな技術を獲得してきたものが数多くあります。また、昨今のデジタル技術の進化といった外部環境の変化を踏まえ、デジタル技術への投資を積極的に行っていくという思いも込められています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の意思決定機関である取締役会の決定に基づき、HP上に公開しています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX方針説明会資料


	公表日
	2023年8月9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/explain/pdf/2302_04.pdf
P9,12～13,18,25

	記載内容抜粋
	「あったらいいなDX」を実現するための戦略を下記の通り策定・公表しています。
・戦略01「あったらいいな開発のDX」
人力では見過ごしがちな”お困りごと”をAIの活用でスムーズに発見

・戦略02「全社員でDX」
　「ノーコードツールを活用したプロトタイピング」を学びデジタル領域での製品やサービス 、新規事業の開発を加速

・戦略03「生産性向上」
　小林製薬グループの「あったらいいなDX」をカタチにする快適・つながる・安全なIT基盤を提供


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	当社の意思決定機関である取締役会の決定に基づき、HP上に公開しています。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	P3,17～22


	記載内容抜粋
	未来の小林製薬の基盤をつくる、DX推進組織としてのCDOユニットの確立により、DXを加速する体制を整備しています。

この体制を維持するために以下の施策により人材の採用と育成を行っています。

・社員それぞれが、自分にフィットする学習の機会を選択できる
・デジタル人材に向けた情報発信と魅力的で生産性の高い環境づくりを推し進め、積極的な採用を行う
・デジタル人材が注目するメディア、イベントに積極的に露出
・デジタル人材の採用強化中。現在10職種を募集中であり、順次募集職種を拡大中



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	P24～28


	記載内容抜粋
	戦略03「生産性向上」の中で下記を推進して環境を整備しています。
１.働き方改革とDWP充実
２.全世界で繋がる情報基盤
３.最先端のセキュリティ



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2022

	公表日
	2023年8月31日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/annualreport/pdf/KobayashiS_ar_2022_japanese_a3_4.pdf.pdf
P5、P8、P20

	記載内容抜粋
	■新製品寄与率
・国内4年寄与率13%以上
・国際4年寄与率11%以上
※4年寄与率：全売上高に占める直近4年に発売した 新製品の割合
アイデア創出の手法の１つである消費者分析において、DX方針説明会資料（https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/explain/pdf/2302_04.pdf）P.12記載の「戦略1.あったらいいな開発のDX」の世界中のSNS、トレンド情報を学習したあったらいいなAIを用いることで、人力では見過ごしがちなお困りごとをスムーズに発見し、新製品の有望アイデアを創出することにより新製品寄与率の達成を目指す。
■新規事業による売上創出
・2030年（目標）売上80億円
DX方針説明会資料（https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/explain/pdf/2302_04.pdf）P.14記載の「戦略1.あったらいいな開発のDX」により、フェムテック、デジタルヘルステック、D2C（ダイレクト・トゥ・コンシューマー）などでのテーマを稼働させ、2030年には売上80億円の新規事業を創出することを目指す。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2023年2月15日
2 2023年8月31日

	発信方法
	1 当社ホームページ
2023-2025年中期経営計画
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/explain/pdf/2206.pdf 
P6、P14、P23、P26
全て当社代表取締役社長　小林 章浩による発信

2 当社ホームページ
統合報告書2022	
https://www.kobayashi.co.jp/ir/report/annualreport/pdf/KobayashiS_ar_2022_japanese_a3_4.pdf.pdf
P19～P21
当社代表取締役社長　小林 章浩による発信

	発信内容
	1 ＜残された課題・新たに見えてきた課題＞として
ＤＸの戦略的実施と人材の確保
戦略⑤未来の小林製薬の基盤をつくるESG・DX
DXの加速（DX推進組織の確立）
戦略投資（DX・人財・新規事業）50億円

2 戦略⑤「未来の小林製薬の基盤をつくる」では、社長直轄組織としてCDO（Chief Digital Officer）ユニットを新設し、これまで当社のデジタル戦略の社外アドバイザーの石戸氏をユニット長として迎え入れました。今後、CDOユニットを中心として全社のデジタル開発や新製品開発と業務のDX（デジタルトランスフォーメーション）を強力に推進していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年9月頃　～現在


	実施内容
	DX推進指標自己診断フォーマットによる自己診断



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年 8月～現在


	実施内容
	セキュリティ体制の強化
　CSIRTの設置（Kobayashi-SIRT）
　日本CSIRT協議会への参加
　情報セキュリティ委員会の設置と定期開催
　　委員長は情報統括責任者であるCDOユニット長
　24時間365日異常検知体制の整備

インシデント対応
情報セキュリティインシデント対応ガイドラインを制定し、サイバー攻撃を検知した際の対応手順の確立

監査
サイバーセキュリティ経営ガイドライン等に基づき監査を実施




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

